	大阪府の財務諸表（簡易版）
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金　額 金　額

資産の部 負債の部

Ⅰ　流動資産

4,042

Ⅰ　流動負債

6,148

現金預金

401

未払金

135

税等未収金

437

地方債

5,568

その他未収金

131

賞与引当金

445

不納欠損引当金

△ 74

Ⅱ　固定負債

56,453

基金

2,962

地方債

48,536

財政調整基金

1,351

退職手当引当金

7,785

減債基金

1,611

他会計借入金

132

短期貸付金

185

Ⅱ　固定資産

77,820

１　事業用資産

24,960

土地

7,500

純資産の部

償却資産

17,460

純資産

19,261

2　インフラ資産

41,817

（うち当期純資産増減額）

△ 779

土地

18,136

償却資産

23,681

3　投資その他の資産

11,043

出資金

6,348

長期貸付金

2,378

貸倒引当金

0

基金

2,317

減債基金

305

減債基金借入金

0

　（差引減債基金）

(305)

その他の基金

2,012

その他基金借入金

0

　（差引その他の基金）

(2,012)

大阪府普通会計貸借対照表

（簡易版）

（平成２３年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

負債の部合計 62,601

資産の部合計 負債及び純資産の部合計 81,862 81,862

純資産の部合計 19,261


○各財務諸表の概要
　

１．貸借対照表

これまでの投資的な行政活動の結果を概観するため、本府の資産、負債等のストック状況の全体像を一覧性のある形で表示し、資金の源泉とその使途を示すもので、資産合計と負債・純資産合計が一致します。

【資　産】　　行政サービスを提供するために用いられる資源のことで、主なものとして、土地や建物、貸付金や出資金等の債権、現金や基金等があります。
　　　　　　　　　

　　　１　資産総額
	普通会計
	８兆１，８６２億円
（＋６５０億円）
	府民１人あたり　　９２万４，３４２円
（＋４，９２１円）

	大阪府全体
	１０兆２，７３４億円
（△６１８億円）
	府民１人あたり　１１６万　　　３１円
（△１万　　　４８円）

	連　　結
	１１兆１，５００億円
（△１，７５２億円）
	府民１人あたり　１２５万９，０１０円
（△２万３，１４７円）


※（　　）内は前年度比較

　　２　有形固定資産（普通会計）の内訳
	
	土地
	建物・工作物
	合計

	事業用資産
	７，５００億円
（＋３３億円）
	１兆７，４６０億円
（△９６０億円）
	２兆４，９６０億円
（△９２７億円）

	インフラ資産
	１兆８，１３６億円
（＋８３６億円）
	２兆３，６８１億円
（△７９億円）
	４兆１，８１７億円
（＋７５７億円）

	合　計
	２兆５，６３６億円
（＋８６９億円）
	４兆１，１４１億円
（△１，０３９億円）
	６兆６，７７７億円
（△１７０億円）


　　　　　　※（　　）内は前年度比較

　　　３　有形固定資産のうち売却可能資産の明細
	
	面積
	取得価額

(貸借対照表価額)
	売却可能価額
	差引評価差額

	府営住宅跡地
	49,519㎡
	１２．５億円
	３３．０億円
	２０．５億円

	廃道敷等
	9,848㎡
	０．６億円
	４．３億円
	３．７億円

	漁港造成地
	1,532㎡
	０．１億円
	０．６億円
	０．５億円

	その他施設跡地
	46,584㎡
	４５．１億円
	１８．９億円
	△２６．２億円

	合　計
	107,483㎡
	５８．３億円
	５６．８億円
	△１．５億円


　　　　　　※　この表は、平成22年度末現在における売却可能資産の内訳を表したものです。

　　　　　　　　なお、昭和43年度以前に取得した資産については、取得価額及びその財源内訳が

　　　　　　　　把握できませんでしたので、「取得価額」を「０円」としています。
４　基金
	区　　　　　　分
	基金現在高

(A)
	基金借入金 ※

(B)
	差引残高

(A) - (B)

	　財政調整基金
	１，３５１億円 
	　　　　―
	１，３５１億円

	緊急雇用創出事業臨時特例基金
	３３０億円
	　　　　　―
	３３０億円

	介護職員処遇改善臨時特例基金
	２０５億円
	　　　　　―
	２０５億円

	介護保険財政安定化基金
	１９５億円
	―　　
	１９５億円

	安心子ども基金
	１７２億円
	―　　
	１７２億円

	府営住宅整備基金
	１４５億円
	０円
	１９５億円

	その他の基金
	９６５億円
	０円
	９６５億円

	減債基金（普通会計ベース）
	１，９１６億円
	０円
	１，９１６億円

	合　　　計
	５，２７９億円
	０円
	５，２７９億円


　　　　　　　※基金借入金は、一般会計が各基金から借り入れていたものであるが、平成２２年度において、

基金に借入相当額を一括で返済したうえ、同額を取り崩すことにより、基金借入金を解消した。
　　５　出資金（主なもの、公営企業会計への出資を除く）　
	区　　　　　　　　　　分
	現　在　高

	独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
	１，１３９億円

	大阪府道路公社
	９１１億円

	関西国際空港株式会社
	９０１億円

	大阪府中小企業信用保証協会
	３４５億円

	関西高速鉄道株式会社
	１８０億円


６　貸付金（主なもの）
	区　　　　　　　　　　分
	現　在　高

	大阪府市町村施設整備資金貸付金　
	５６８億円

	関西国際空港株式会社貸付金　
	４９０億円

	大阪府住宅供給公社貸付金
	２６８億円

	大阪府育英会貸付金
	２５２億円

	おおさか地域創造ファンド事業資金貸付金
	１６２億円


【負　債】 　資産を獲得するために調達した財源のうち、将来確実に弁済を要するもので、将来世代が負担する部分とみることができます。
主なものとして、地方債や未払金、退職手当引当金などがあります。
　　　１　負債総額
	普通会計
	６兆２，６０１億円
（＋１，４２９億円）
	府民１人あたり　７０万６，８５９円
（＋１万４，３１０円）

	大阪府全体
	６兆９，９５６億円
（＋１，０８４億円）
	府民１人あたり　７８万９，９１１円
（＋１万　　１９４円）

	連　　結
	７兆６，３９１億円
（＋２４０億円）
	府民１人あたり　８６万２，５７２円
（＋４４８円）


        ※（　　）内は前年度比較
　
２　地方債残高
	普通会計
	５兆４，１０４億円
（＋１，８３１億円）
	府民１人あたり　６１万　　９２４円
（＋１万９，１２２円）

	公営企業会計
	６，８０７億円
（△３４０億円）
	府民１人あたり　　７万６，８６６円
（△４，０４９円）

	大阪府全体
	６兆　　９１２億円
（＋１，４９２億円）
	府民１人あたり　６８万７，７９０円
（＋１万５．０７３円）


        ※（　　）内は前年度比較
　【純資産】　　資産を獲得するために調達した財源のうち、将来弁済を要しないもので、現在までの世代が負担した部分とみることができます。
１　純資産（資産と負債の差額）総額

	普通会計
	１兆９，２６１億円
（△７７９億円）
	府民１人あたり　２１万７，４８３円
（△９，３８９円）

	大阪府全体
	３兆２，７７８億円
（△１，７０２億円）
	府民１人あたり　３７万　　１２０円
（△２万　　２４２円）

	連　　結
	３兆５，１０９億円
（△１，９９２億円）
	府民１人あたり　３９万６，４３８円
（△２万３，５９６円）


※（　　）内は前年度比較
　２　有形固定資産に対する純資産の割合
社会資本形成（事業用資産及びインフラ資産）に対して、これまでの世代によって既に負担された分の割合は２８．８％（普通会計ベース）です。
２．行政コスト計算書
人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービス提供のための活動を把握するため、単年度の消費的経費である「行政コスト」とその財源としての収入を明らかにするものです。

現金支出を伴わないコストも明示することにより、本府の活動に要した経費と収入を総括的に把握するもので、民間企業の損益計算書に当たります。
　平成２２年度行政コスト計算書の概要
	区　　分
	行政収支
	金融収支
	特別収支
	当期収支

	普通会計
	△７５５億円
（△４２６億円）
	△７７２億円
（△１０億円）
	７４８億円
（△９３７億円）
	           △７７９億円
        （△１，３７３億円）

	大阪府全体
	△８１４億円
（△３２５億円）
	△９０９億円
（＋８億円）
	３５６億円
（△１，５１２億円）
	１，３６７億円
（△１，８２９億円）

	連　　結
	（事業損益）
	（事業外損益）
	（特別損益）
	（税引前当期

純利益）
	（当期純利益）

	
	△６６１億円
（△３５８億円）
	△９６４億円
（＋３０億円）
	３４９億円
（△１，５５７億円）
	△１，２７６億円
（△１，８８５億円）
	△１，３１２億円
（△１，８８４億円）


※（　　）内は前年度比較

３．純資産変動計算書
貸借対照表の純資産（＝資産－負債）が、１年間にどのような要因で、どれだけ増減したかを明らかにするものです。
平成２２年度純資産変動計算書の概要
	
	期首純資産
	期末純資産
	当期増減額

	普通会計
	２兆　　　４０億円
	１兆９，２６１億円
	△７７９億円

	大阪府全体
	３兆４，４８０億円
	３兆２，７７８億円
	△１，７０２億円

	連　　結
	３兆７，１０１億円
	３兆５，１０９億円
	△１，９９２億円


４．キャッシュ・フロー計算書

現金収支の状況を、「行政サービス活動」、「投資活動」、「財務活動」の３区分に分けて示すものです。
	行政サービス活動
	経常的な行政サービスを提供するための現金収支です。

主な収入としては、税収、国庫支出金（固定資産の形成に係るものは除く）、事業収入、金融収入が、主な費用としては、給料、物品の購入、補助金等があります。

	投資活動
	固定資産や基金の増減に係る現金収支です。

主な収入としては、固定資産の形成に係る国庫支出金、固定資産の売払収入、基金からの繰入金が、主な費用としては固定資産の形成に係る支出、貸付・出資等の投資、基金への繰出金があります。

	財務活動
	外部からの資金調達に係る現金収支です。

主な収入としては、府債の発行が、主な費用としては、府債の償還があります。


平成２２年度キャッシュ・フロー計算書の概要
	区　　分
	行政サービス

活動
	投資活動
	財務活動
	収支差額

合計
	前年度

繰越
	形式収支

	普通会計
	△１，８２０億円

（△１，４７９億円）
	２２１億円

（＋１，２１８億円）
	１，６８２億円

（＋４８億円）
	８３億円

（△２１３億円）
	３１８億円

（＋１４１億円）
	４０１億円

（△７２億円）

	大阪府
全体
	△１，６５８億円

（△１，７９３億円）
	２６５億円

（＋１，４１７億円）
	１，３６６億円

（＋２７億円）
	２７億円

（△３４９億円）
	１，２８７億円

（＋１６２億円）
	１，２６０億円

（△１８７億円）

	連　　結
	△１，３５３億円

（△２，３１６億円）
	１３３億円

（＋１，６８０億円）
	１，０８９億円

（＋６６億円）
	△１３１億円

（△５７０億円）
	１，６５８億円

（＋２２５億円）
	１，５２７億円

（△３４５億円）


※（　　）内は前年度比較
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35,147 100.0

大阪府立大学の設置及び運営

大阪府立病院機構

10,694 100.0

大阪府立の５病院の設置及び運営

大阪府土地開発公社

30 100.0

道路等の公共事業に係る施設の用に供する用地の先行取得等

大阪府住宅供給公社

31 100.0

住宅の建設、賃貸、分譲及び府営住宅の維持管理等

大阪府道路公社

91,115 100.0

有料道路の新設、改築、維持その他の管理等

(財）大阪国際平和センター

200 50.0

ﾋﾟｰｽおおさかの運営、戦争と平和に関する資料の収集、保存、展示等

（財）大阪府育英会

384 15.8

学資の貸付、学校教育等振興を図るための助成等

（財）大阪府国際交流財団

3,989 99.9

民間の国際交流の促進及び留学生会館の管理運営等

（株）大阪国際会議場

600 50.0

府立国際会議場の管理運営等

（財）大阪府保健医療財団

37 48.6

中河内救命救急センター等の運営及び公衆衛生活動の推進等

（財）大阪産業振興機構

2,342 0.6

マイドームおおさかの運営、中小企業の設備貸与事業、下請取引あっせん

事業、ものづくり企業に対する販路開拓、技術開発、産学連携の実施等

（財）大阪府産業基盤整備協会

1,720 100.0

中小企業のための産業団地の造成・分譲等

（財）西成労働福祉センタ－

1 50.0

日雇労働者に対する無料職業紹介事業等の実施

(財）大阪府みどり公社

12 83.3

農用地等の取得、造成、 処分、府民の森、花の文化園、府民牧場及び農

林会館の管理運営等

（株）大阪府食品流通センター

300 51.0

関連食品卸売団地の管理、運営等

(公財)大阪府漁業振興基金

5,500 54.5

栽培漁業センターの運営 及び漁業者の育成に関する事業の推進等

大阪高速鉄道（株）

14,538 65.1

大阪モノレールの建設、運営等

堺泉北埠頭（株）

100 54.4

輸入青果物の荷捌き及び防疫に必要な施設の管理等

大阪府都市開発（株）

4,000 49.0

泉北高速鉄道及び流通センターの経営等

（財）大阪府都市整備推進センター

1,642 0.6

土地区画整理事業等都市基盤整備に関する諸事業の受託、道路等における

有料駐車場の整備・管理、住宅密集地における住宅・住環境に関する諸事

業の企画立案・調査研究

(財）大阪府タウン管理財団

3,517 97.9

りんくうタウン等のまちづくりの円滑な推進、同地域及び千里・泉北

ニュータウン内の居住者等の利便性確保のための施設の管理運営等

（公財）大阪府文化財センター

117 8.6

埋蔵文化財等の調査、整理、保存、府立博物館・近つ飛鳥風土記の丘・日

本民家集落博物館の管理運営等

主たる事業の内容

地方独立

行政法人

地方三公社

第三セクター等

区分 会計・法人名等

資本金等

（百万円）

出資割合・

経費負担割合

（％）


１．対象会計

普通会計（一般会計及び公営企業会計以外の特別会計の純計）

　　（注）公営企業を除く特別会計

大阪府営印刷所特別会計、関西国際空港関連事業特別会計、

不動産調達特別会計、公債管理特別会計、市町村施設整備資金特別会計、

証紙収入金整理特別会計、母子寡婦福祉資金特別会計、

中小企業振興資金特別会計、農業改良資金特別会計、

沿岸漁業改善資金特別会計、林業改善資金特別会計　　　　　　以上１１会計

２．作成基準日

貸借対照表は、平成２３年３月３１日
その他の財務諸表は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日（平成２２年度）

ただし出納整理期間(４月１日～５月３１日)における出納については、基準日までに終了したものとして処理。
３．作成方法

東京都方式簡易版の作成基準等に基づき、以下のとおり作成。
	資産の部の表示
	· 流動資産（一年以内に現金化しうる資産）と固定資産（一年を超えて現金化される資産又は現金化することを本来の目的としない資産）に分けて表示。

	基金借入金
	○　財源対策のための基金借入金は、基金の控除項目として表示する。併せて、基金借入金の控除後の基金残高を（　）書きで表示。

	資産の評価基準

及び評価方法
	○　取得原価主義を採用し、取得原価は、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査票（決算統計）」の数値（過去の支出額の累計額）を基礎に算定。
○　時価又は実質価額が著しく低下した出資金は、減額した価額で計上

	固定資産の減価

償却の方法
	· 用地取得費を除く有形固定資産について減価償却を行う。

· 事業用資産は残存価額ゼロの定額法で耐用年数は１０～５０年

（事業用資産の減価償却累計額は１兆８，６０２億円）
· インフラ資産は残存価額ゼロの定額法で耐用年数は１０～６０年

（インフラ資産の減価償却累計額は１兆３，６７７億円）

	引当金の計上
	○　地方税、使用料等の未収金、貸付金に対し、過去の不納欠損の実績により算定した貸倒引当金を計上。

○　退職手当引当金は地方公共団体財政健全化法に基づき算定した額を、賞与引当金は、翌年度支払予定の期末手当及び勤勉手当のうち当該年度負担相当額を計上する。

	負債の部の表示
	· 流動負債（一年以内に返済すべき負債）と固定負債（一年を超えて返済時期が到来する負債）に分けて表示する。
○　年度末における地方債残高のうち、翌年度に償還が予定されている額については流動負債の地方債に計上し、それ以外を固定負債の地方債として計上する。

	偶発債務
	○　債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定のもので、地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担として算定したもの　　　１，６６９億円



[image: image1.emf](単位：円)

金　額 金　額

資産の部 負債の部

Ⅰ　流動資産

45,642

Ⅰ　流動負債

69,421

現金預金

4,526

未払金

1,520

税等未収金

4,936

地方債

62,878

その他未収金

1,475

賞与引当金

5,023

不納欠損引当金

△ 838

Ⅱ　固定負債

637,438

基金

33,448

地方債

548,046

財政調整基金

15,251

退職手当引当金

87,905

減債基金

18,197

他会計借入金

1,487

短期貸付金

2,095

Ⅱ　固定資産

878,700

１　事業用資産

281,834

土地

84,685

純資産の部

償却資産

197,149

純資産

217,483

2　インフラ資産

472,180

（うち当期純資産増減額）

△ 8,794

土地

204,779

償却資産

267,401

3　投資その他の資産

124,686

出資金

71,680

長期貸付金

26,846

貸倒引当金

△ 1

基金

26,161

減債基金

3,448

減債基金借入金

0

　（差引減債基金）

(3,448)

その他の基金

22,713

その他基金借入金

0

　（差引その他の基金）

(22,713)

大阪府毎月推計人口（平成２３年４月１日現在）

706,859

純資産の部合計 217,483

大阪府普通会計貸借対照表

（府民一人あたり）

（平成２３年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

負債の部合計

8,856,175人

資産の部合計 負債及び純資産の部合計 924,342 924,342
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金　　額

Ⅰ　行政収支の部

１ 行政収入

23,917

地方税

9,879

地方譲与税

1,072

地方交付税

2,995

地方特例交付金

110

その他交付金

28

分担金及び負担金

81

使用料及び手数料

629

国庫支出金（行政費用充当）

2,113

財産収入

28

諸収入

423

繰入金

6,534

その他行政収入

25

２ 行政費用

24,672

給与関係費

6,849

物件費

686

維持補修費

220

扶助費

429

補助費等

13,095

投資的経費

398

繰出金

207

減価償却費

1,674

不納欠損引当金繰入額

56

賞与引当金繰入額

445

退職手当引当金繰入額

613

その他行政費用

0

行政収支差額

△ 755

Ⅱ　金融収支の部

１ 金融収入

5

受取利息及び配当金

5

２ 金融費用

777

地方債利息

777

金融収支差額

△ 772

通常収支差額

△ 1,527

Ⅲ　特別収支の部

１  特別収入

759

国庫支出金（公共施設等整備）

759

２  特別費用

11

災害復旧費

3

その他特別費用

8

特別収支差額

748

当期収支差額

△ 779

大阪府普通会計行政コスト計算書

（簡易版）

科　　目

自　平成２２年４月 １日

至　平成２３年３月３１日
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金　　額

Ⅰ　行政収支の部

１ 行政収入

269,786

地方税

111,554

地方譲与税

12,105

地方交付税

33,813

地方特例交付金

1,246

その他交付金

312

分担金及び負担金

916

使用料及び手数料

7,098

国庫支出金（行政費用充当）

23,862

財産収入

321

諸収入

4,776

繰入金

73,783

２ 行政費用

278,587

給与関係費

77,340

物件費

7,744

維持補修費

2,487

扶助費

4,848

補助費等

147,866

投資的経費

4,494

繰出金

2,333

減価償却費

18,903

不納欠損引当金繰入額

628

賞与引当金繰入額

5,023

退職手当引当金繰入額

6,921

その他行政費用

0

行政収支差額

△ 8,801

Ⅱ　金融収支の部

１ 金融収入

58

受取利息及び配当金

58

２ 金融費用

8,780

地方債利息

8,780

金融収支差額

△ 8,722

通常収支差額

△ 17,523

Ⅲ　特別収支の部

１  特別収入

8,566

国庫支出金（公共施設等整備）

8,566

２  特別費用

121

災害復旧費

32

その他特別費用

89

特別収支差額

8,445

当期収支差額

△ 9,078

大阪府毎月推計人口（平成２３年４月１日現在）

8,856,175人

科　　目

大阪府普通会計行政コスト計算書

（府民一人あたり）

自　平成２２年４月 １日

至　平成２３年３月３１日
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19,198

0

固定資産の増減 ―

その他の増減 ―

当期収支差額 ―

19,198

（単位：億円）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動

１　行政収入 22,384 １　投資活動収入 10,066

地方税 9,860 国庫支出金

（公共施設等整備）

758

地方譲与税 1,072 分担金及び負担金 65

地方交付税 2,995 財産収入 106

地方特例交付金 110 減債基金繰入金 177

その他交付金等 28 その他の基金繰入金 2,166

国庫支出金（行政支出充当） 2,113 貸付金元金回収収入等 6,794

分担金及び負担金 19 ２　投資活動支出 9,845

使用料及び手数料 623 投資的経費 1,568

財産収入 28 繰出金 39

諸収入 476 財政調整基金積立金 823

繰入金 5,055 減債基金積立金 72

受取利息及び配当金 5 その他特定目的基金積立金 523

２　行政支出 24,204 出資金 37

給与関係費 8,210 貸付金 6,783

物件費 686 投資活動収支差額 221

維持補修費 220

扶助費 429 Ⅲ　財務活動

補助費等 13,314 １　財務活動収入 25,415

投資的経費 398 地方債 4,051

繰出金 167 他会計借入金等 21,364

地方債利息 777 ２　財務活動支出 23,733

災害復旧費 3 地方債償還金 2,369

行政サービス活動収支差額 △ 1,820 他会計借入金等償還金 21,364

財務活動収支差額 1,682

収支差額合計 83

前年度からの繰越金 318

形式収支 401

前期末残高

当期変動額

20,040

―

▲ 779

合　　計

842

▲ 779

0

大阪府普通会計キャッシュ・フロー計算書

(簡易版)

63 当期末残高

　　　　　　　大阪府普通会計純資産変動計算書

（簡易版）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　　平成２２年４月 １日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　　平成２３年３月３１日



開始残高相当 その他剰余金

19,261



0 ―

金　額 金　額 科　　目 科　　目

▲ 779

自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

▲ 779



１．対象会計

普通会計及び公営企業会計（法適用５事業、法非適用４事業[下記注参照]）

(注)　法適用事業

地方公営企業法の規定の全部または財務規定等を適用している事業

水道事業、工業用水道事業、宅地造成事業、まちづくり促進事業、市場事業

　以上５事業

法非適用事業

地方公営企業法の規定を適用しない事業 

流域下水道事業、港湾整備事業、宅地造成事業(２事業)

　以上　４事業

２．作成基準日

貸借対照表は、平成２３年３月３１日
その他の財務諸表は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日（平成２２年度）

ただし出納整理期間(４月１日～５月３１日)における出納については、基準日までに終了したものとして処理。
３．作成方法

○　東京都方式簡易版の作成基準等に基づき、法非適用事業については普通会計財務諸表の作成方法により、決算統計及び決算関連資料のデータを活用して作成。

○　純計の算出にあたっては、単なる資金の移動にすぎない会計間の貸付金・借入金、投資及び出資金、繰入資本金を相殺。
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金　額 金　額

資産の部 負債の部

Ⅰ　流動資産

5,248

Ⅰ　流動負債

7,223

現金預金

1,260

未払金

260

未収金

686

地方債

6,483

不納欠損引当金

△ 74

短期借入金

5

基金

3,187

その他流動負債

475

短期貸付金

186

Ⅱ　固定負債

62,733

その他流動資産

3

地方債

54,429

Ⅱ　固定資産

97,486

退職手当引当金

7,874

１　事業用資産

26,828

その他固定負債

430

土地

8,678

償却資産

18,150

2　インフラ資産

58,547

土地

19,287

純資産の部

償却資産

39,260

純資産

32,778

3　投資その他の資産

12,111

（うち当期純資産増減額）

△ 1,348

出資金

5,088

長期貸付金

2,404

基金

2,317

その他債権

1

その他資産

2,301

純資産の部合計 32,778

資産の部合計 102,734 負債及び純資産の部合計 102,734

大阪府全体の貸借対照表

（簡易版）

（平成２３年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

負債の部合計 69,956
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金　　額

Ⅰ　行政収支の部

１ 行政収入

25,073

地方税

9,879

地方譲与税

1,072

地方交付税

2,995

地方特例交付金

110

その他交付金

28

分担金及び負担金

124

使用料及び手数料

629

国庫支出金（行政費用充当）

2,113

財産収入

28

諸収入

423

繰入金

6,609

その他行政収入

1,063

２ 行政費用

25,887

給与関係費

6,924

物件費

1,005

維持補修費

250

扶助費

429

補助費等

13,095

投資的経費

398

繰出金

207

減価償却費

2,432

不納欠損引当金繰入額

55

退職手当引当金繰入額

627

その他行政費用

465

行政収支差額

△ 814

Ⅱ　金融収支の部

１ 金融収入

13

受取利息及配当金

13

２ 金融費用

922

地方債利息

922

金融収支差額

△ 909

通常収支差額

△ 1,723

Ⅲ　特別収支の部

１  特別収入

923

国庫支出金（公共施設等整備）

897

その他特別収入

26

２  特別費用

567

固定資産売却損

0

災害復旧費

3

その他特別費用

564

特別収支差額

356

当期収支差額

△ 1,367

大阪府全体の行政コスト計算書

（簡易版）

自　 平成２２年４月 １日

至　平成２３年３月３１日

科　　目
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 前期末残高 30,403 1,069 34,480

 当期変動額 0 4 △ 1,702

 固定資産の増減 － － 0

 その他の増減 － 4 △ 336

 当期収支差額 － － △ 1,366

 当期末残高 30,403 1,073 32,778

（単位：億円）

Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　投資活動

１　行政収入 23,229 １　投資活動収入 10,552

地方税 9,860 国庫支出金

（公共施設等整備）

896

地方譲与税 1,072 分担金及び負担金 64

地方交付税 2,995 繰入金等 306

地方特例交付金 110 財産収入 122

その他交付金等 28 減債基金繰入金 204

国庫支出金（行政費用充当） 2,113 その他の基金繰入金 2,166

分担金及び負担金 64 貸付金元金回収収入等 6,794

使用料及び手数料 623 ２　投資活動支出 10,287

財産収入 28 投資的経費 2,007

諸収入 506 繰出金 40

繰入金 5,055 財政調整基金積立金 823

その他業務収入 770 減債基金積立金 74

受取利息及び配当金 5

その他特定目的基金積立金

523

２　行政支出 24,887 出資金 37

給与関係費 8,302 貸付金 6,783

物件費 1,029 投資活動収支差額 265

維持補修費 220

扶助費 429 Ⅲ　財務活動

補助費等 13,314 １　財務活動収入 25,968

投資的経費 398 地方債 4,604

繰出金 167 他会計借入金等 21,364

その他行政支出 102 ２　財務活動支出 24,602

地方債利息 923 地方債償還額 3,238

災害復旧費 3 他会計借入金等償還額 21,364

行政サービス活動収支差額 △ 1,658 財務活動収支差額 1,366

収支差額合計 △ 27

前年度からの繰越金 1,287

形式収支 1,260

1,302

大阪府全体のキャッシュ・フロー計算書

(簡易版)

自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

科　　目 金　額 科　　目 金　額

3,008

△ 1,706

－

△ 340

△ 1,366

　　　　　　　　　　　　　大阪府全体の純資産変動計算書

（簡易版）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　　平成２２年４月　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　　平成２３年３月３１日



開始残高相当 資本金等 その他剰余金 合　　　計



１．意　　義

地方公共団体の行政サービスが関係団体の多様な主体によって実施されている実態を踏まえ、事務事業について本府と密接な関係にある関係団体を一つの行政サービス実施主体とみなして、本府の財務諸表４表との連結を行い、本府の財政状況の透明性の一層の向上を図る。　

２．連結の範囲

　　連結の範囲は、大阪府の全会計と本府の関与及び財政支援の下で本府の事務事業と密接な関連を有する業務を実施している関係団体としている。

連結を行った関係団体は、地方自治法第221条第３項の法人の経営状況報告対象法人(地方独立行政法人含む)並びに出資比率２５％以上５０％未満の法人のうち本府が業務の運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる民法法人及び会社法法人とし、具体的には以下の関係団体　（２２団体）としている。

３．作成基準日

貸借対照表　　　：平成２３年３月３１日
その他の財務諸表：平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日（平成２２年度）

ただし出納整理期間(４月１日～５月３１日)における出納については、基準日までに終了したものとして処理。

４．作成方法

東京都方式簡易版の作成基準等を参考に作成。

連結対象法人の既存の財務諸表における資産、負債及び資本の金額を単純合計し、相互間の投資・資本及び債権・債務の相殺消去を行い、純計を示す。

５．会計基準

・地方独立行政法人（２団体）

地方独立行政法人会計基準等に基づいて作成され、府議会への報告がなされている貸借対照表を用いた。

・地方三公社（３団体）

土地開発公社については土地開発公社経理基準要綱等に基づいて、住宅供給公社については地方住宅供給公社会計基準等に基づいて、道路公社については地方道路公社法施行規則等に基づいてそれぞれ作成され、府議会への報告がなされている各々の貸借対照表を用いた。

・出資法人（１７団体）

民法法人については公益法人会計基準に基づいて、会社法法人については企業会計原則に基づいてそれぞれ作成され、府議会への報告がなされている各々の貸借対照表を用いた。

６．有形固定資産の減価償却方法

普通会計については、用地取得費を除く有形固定資産について、事業用資産は耐用年数10～50年、インフラ資産は10～60年で、定額法により減価償却を行っている。

公営企業会計については、地方公営企業法施行規則による耐用年数等に基づき定額法によっている。
地方独立行政法人、地方三公社及び主たる出資法人については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年財務省令第15号)の規定に基づく定額法若しくは定率法によっている。
７．引当金の計上方法

退職手当引当金については、普通会計及び公営企業会計については会計年度末に職員全員が普通退職したと想定してその要支給額を計上しており、関係団体についても主として期末時点において職員全員が自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。
その他の引当金としては、地方三公社及び主たる出資法人において修繕引当金等を計上している。
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金　額 金　額

資産の部 負債の部

Ⅰ　流動資産

6,110

Ⅰ　流動負債

8,416

　現金預金

1,527

　未払金

473

　棚卸資産

2

　地方債等

6,681

　未収金

840

　短期借入金

648

　その他流動資産

3,824

　その他流動負債

614

　不納欠損引当金

△ 83

Ⅱ　固定負債

67,975

Ⅱ　固定資産

105,390

　長期未払金

181

１　事業用資産

30,972

　地方債等

54,429

土地

9,506

　長期借入金

3,994

償却資産

21,466

　退職手当引当金

8,128

2　インフラ資産

62,038

　その他固定負債

1,243

土地

19,287

償却資産

42,751

3　投資その他の資産

12,380

出資金

4,949

純資産の部

長期貸付金

2,378

Ⅰ　純資産

34,651

その他投資等

2,646

（うち当期増減額）

△ 1,929

貸倒引当金

△ 17

Ⅱ　少数株主持分

458

その他固定資産

2,424

純資産の部合計 35,109

資産の部合計 111,500 負債及び純資産の部合計 111,500

大阪府連結貸借対照表

（簡易版）

（平成２３年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

負債の部合計 76,391


[image: image9.emf]（単位：億円）

金　　額

経常収支の部

Ⅰ　事業損益

１ 事業収益

26,593

行政収入

25,073

その他の収入

1,520

２ 事業費用

27,254

行政費用

25,394

その他の費用

1,860

Ⅱ　事業外損益

１ 事業外収益

16

２ 事業外費用

980

経常損益

△ 1,625

特別損益

１  特別収益

962

２  特別費用

613

税引前当期純利益（純損失）

△ 1,276

法人税等

22

少数株主損益

14

当期純利益（純損失）

△ 1,312

大阪府連結行政コスト計算書

（簡易版）

自　 平成２２年４月　１日

至　　平成２３年３月３１日

科　　目
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 前期末残高 30,403 1,069 5,108 36,580 521 37,101

 当期変動額 0 4 △ 1,933 △ 1,929 △ 63 △ 1,992

資産金等取引 ― ― ― 0 0 0

その他の増減 ― 4 △ 1,312 △ 1,308 △ 63 △ 1,371

当期純利益 ― ― △ 621 △ 621 0 △ 621

30,403 1,073 3,175 34,651 458 35,109

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

　行政収入

　その他の事業収入

　行政支出（△）

　その他の事業支出（△）

　小計

　経常外収入

　経常外支出（△）

　特別収入

　特別支出（△）

　　事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

補助金等による収入

資産売却による収入

資産建設・取得のための支出（△）

基金取崩による収入

基金積立による支出（△）

有価証券及出資金の売却による収入

有価証券及出資金の取得による支出（△）

貸付金回収による収入

貸付等による支出（△）

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

地方債等の発行による収入

地方債等の償還による支出（△）

借入金等の借入による収入

借入金等の返済による支出（△）

その他財務活動による収入

その他財務活動による支出（△）

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　換算差額

現金等の増減額

（前年度からの繰越金及び）現金等の期首残高

現金等の期末残高

△ 131

1,658

1,527

△ 54

1,089

0

21,770

△ 22,498

516

133

4,605

△ 3,250

△ 204

6,228

△ 6,221

2,434

△ 1,472

63

1,300

199

△ 2,194

0

△ 3

△ 1,353

△ 367

6

△ 989

1,613

△ 23,470

△ 1,735

（単位：億円）

科　　目 金　額

23,225

 当期末残高

大阪府連結キャッシュ・フロー計算書

(簡易版)

自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

大阪府連結純資産変動計算書

（簡易版）

自　　平成２２年４月　１日

至　　平成２３年３月３１日



開始残高

相当

資本金等

その他

剰余金

小　計

少数株主

持分

純資産等

合計


本財務諸表は、平成22年度の地方財政状況調査（決算統計）のデータを組み替える等により作成した簡易版です。


作成に当たっては、東京都方式簡易版の作成基準を基本としつつ、「大阪府の新公会計制度（案）」の考え方をできる限り反映しています。





大阪府普通会計の財務諸表





大阪府全体の財務諸表





大阪府の連結財務諸表
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